
八女市介護予防・日常生活支援総合事業

通所サービスに係るＱ＆Ａ

【平成３１年２月２５日版】

八女市健康福祉部介護長寿課

※平成３１年２月２５日に追加したＱ＆Ａ

については、下線を引いています。



１．利用者について

【通所サービスＡの対象者】

（答）

八女市総合事業の改正にあたり、通所サービスの利用者は以下のとおりと

なる。

①通所サービスＡ

事業対象者又は要支援認定者で、閉じこもり予防が必要な者

②介護予防通所介護相当サービス

要支援認定者で、身体介助又は専門的支援を要する者

そのため、平成３１年３月まで介護予防通所介護相当サービスを利用してい

た者であっても、身体介助又は専門的支援を要しない利用者は、平成３１年

４月からは介護予防通所介護相当サービスの対象者とならない。

【通所サービスＡの開始に伴う重要事項説明書の変更】 （H31/2/25追加）

（答）

指定サービス種別ごとに事業の重要事項に係る同意を得る必要があるため、

通所サービスＡに係る重要事項の説明及び同意については、通所サービスＡ

の利用者のみに行う対応でも差し支えない。

【通所サービスＡ計画書の様式について】 （H31/2/25追加）

（答）

差し支えない。

【送迎時における身体介助】 （H31/2/25追加）

問１ 総合事業における通所サービスＡの対象者とは？また、八女市総合事業

の改正にあたり、現在の介護予防通所介護相当サービスの利用者はどうな

るのか？

問２ 通所サービスＡの開始に伴い、重要事項説明書を変更した場合、利用者

に説明し同意を得る必要があるが、当該同意については、通所サービスＡ

の利用者のみに得ればよいか？

問３ 通所サービスＡ計画書の様式については、従来の介護予防通所介護相当

サービス計画書の一部（事業名称など）を変更し、使用してよいか？

問４ 介護予防通所介護相当サービスの対象とされる身体介助について、通所

事業所内では身体介助を要さない利用者に送迎車両への乗車及び降車等

においてに「身体を支える」等の行為を行う場合、「身体介助を要する」

として介護予防通所介護相当サービスの対象としてよいか？



（答）

介護予防通所介護相当サービスにおける身体介助等の要件については、利

用者個々の心身の状況等を踏まえた課題分析の結果に基づき、身体介助等を

要する行為（具体的なサービス内容）を通所サービス計画に位置づけた場合に

当該要件を満たすものとしている。

上記の手続きによらず、事業者が安全管理的な配慮の観点から実施する行為

（単なるエスコート等に該当する行為を含む）については、身体介助に該当し

ない。

【摂食介助（食材をきざむ・つぶす）について】 （H31/2/25追加）

（答）

摂食介助については、単にきざみ食等を提供することをもって身体介助と

判断されるものではない。介護予防通所介護相当サービスにおける身体介助

等の要件については、利用者個々の心身の状況等を踏まえた課題分析の結果

に基づき、身体介助等を要する行為（具体的なサービス内容）を通所サービス

計画に位置づけた場合に当該要件を満たすものとしている。

上記の手続きによらず、事業者が安全管理的な配慮の観点から実施する行為

（単なるエスコート等に該当する行為を含む）については、身体介助に該当し

ない。

【通所サービスの利用の流れ】

（答）

総合事業において、利用申込者に対応する通所サービスを選択するにあた

っては、地域包括支援センター職員等及び通所サービス事業者が共同して、当

該利用申込者の心身の状況を把握したうえで、いずれのサービスの対象であ

るか、決定することとなる。

なお、具体的な手順については、「八女市介護予防・日常生活支援総合事業

における指定通所型サービスに係る実施上の留意事項について」（平成３１年

１月２３日３０八介高第１０８６号八女市通知）を参照いただきたい。

問５ 摂食介助（食材をきざむ・つぶす）について、考え方は？また、「食事

を一口大体を大きさに切りそろえる」行為ついても、身体介助と考えられ

るのか？

問６ 総合事業における通所サービスを利用するにあたり、どのようにして介

護予防通所介護相当サービス又は通所サービスＡを選択することになる

のか？



【通所型サービス種別の変更】 （H31/2/25追加）

（答）

通所型サービスの利用者の心身の状況等の変化に伴い支援内容の変更（通

所型サービス種別の変更を含む）がある場合は、基本的には地域包括支援セン

ターの担当者による介護予防サービス計画の変更手続き（サービス担当者会

議の開催を含む）を行う必要がある。

【通所サービスの併用】

（答）

介護予防通所介護相当サービス、通所サービスＡ及び通所サービスＣにつ

いては、１つの通所サービスを利用している期間においては、他のサービスは

利用できない。

２．サービス提供体制について

【一体的に提供する場合の遵守すべき基準】

（答）

通所サービスＡを通所介護、地域密着型通所介護又は介護予防通所介護相

当サービス等（以下、「通所介護等」。）と一体的に提供する場合は、基本的に

は、通所介護等の基準を遵守する必要がある。

【食堂及び機能訓練室の合計面積】

（答）

それぞれの利用者の処遇に支障がないことを前提にサービス提供する必要

があるため、食堂及び機能訓練室の合計した面積は、事業所全体の利用定員×

３㎡以上確保する必要がある。

問７ 通所サービスＡの利用者が身体介助を要するようになった場合、又は介

護予防通所介護相当サービスの利用者が身体介助を要さなくなった場合

に、通所型サービス計画の変更を行うとあるが、介護予防サービス計画等

の変更及びサービス担当者会議の開催は必要か？

問８ １人の利用者が、介護予防通所介護相当サービス、通所サービスＡ及び

通所サービスＣを組み合わせて利用することは可能か？

問９ 通所サービスＡを通所介護、地域密着型通所介護又は介護予防通所介護

相当サービス等と一体的に提供する場合の遵守すべき基準は？

問１０ 通所介護（地域密着型通所介護）、介護予防通所介護相当サービス及

び通所サービスＡを一体的に提供する場合、食堂及び機能訓練室の合計面

積はどのように確保するべきか？



【利用定員】

（答）

①通所介護（地域密着型通所介護）の利用者と介護予防通所介護相当サービス

の利用者の合算で利用定員を定め、

②通所サービスＡは、当該サービスの利用者で利用定員を定め、

③食堂及び機能訓練室の合計面積に応じて、一体的に受け入れることができる

利用者数を事業所全体の利用定員として定める。

例えば、

食堂及び機能訓練室の合計面積が９０㎡である事業所において、

①通所介護等と介護予防通所介護相当サービスの利用定員を３０名、

②通所サービスＡの利用定員を１０名と定めた場合においても、

③事業所全体の利用定員は、食堂及び機能訓練室の合計面積に応じて、

３０名と定めることとなる。

【地域密着型通所介護の定員】

（答）

通所サービスＡの利用定員に関わらず、通所介護と介護予防通所介護相当

サービスの合計定員が１８名以下の場合において、地域密着型通所介護への

移行対象となる。

【通所サービスＡの提供時間】

（答）

通所サービスＡについては、介護予防通所介護相当サービスと同様、サービ

ス提供時間に関する規定は設けていない。

提供時間については、基本的には、個々の利用者の心身の状況や置かれている環

境等を踏まえ設定されるべきものであるが、各サービスごとに事業所におい

て、提供時間を設定することも差し支えない。

問１１ 通所介護（地域密着型通所介護）、介護予防通所介護相当サービス及

び通所サービスＡを一体的に提供する場合、定員の取扱いは？

問１２ 地域密着型通所介護への移行対象となる利用定員については、どのよ

うに考えるのか？

問１３ 通所サービスＡの提供時間について、既存の通所介護等とは別に提供

時間を設定してよいか？



【通所サービスＡの提供回数】 （H31/2/25追加）

（答）

貴見のとおり。通所サービスＡについては、週単位で利用回数が設定されて

いるため、月単位では利用できる回数が変わることになる。

３．加算について

【加算の要件となる職員配置】

（答）

算定要件として専従の職員配置を求めている加算である「中重度ケア体制

加算」、「個別機能訓練加算」、「認知症加算」等については、人員基準の取扱い

と同様、通所介護等の職員が通所介護等と一体的に提供される通所サービス

Ａのサービスに従事したとしても、当該職員は専従要件を通所介護等で満た

しているものとして取り扱うこととする。また、常勤要件についても、それぞ

れのサービス提供に支障がない範囲で同様の取扱いとする。

【生活機能向上グループ活動加算及び運動器機能向上加算の要件】

（答）

生活機能向上グループ活動加算及び運動器機能向上加算の算定要件は、介

護予防通所介護相当サービスにおける同名の加算の要件と同様である。

１月を通して加算の要件を満たした上で、該当サービスを提供した日ごとに、

１回につき算定する。

（H31/2/25追加）
なお、各加算における 1月ごとに満たすべき要件は以下のとおり
①生活機能向上グループ活動加算

ア）1週につき 1回以上実施

イ）短期目標の達成度と利用者の状況に係るモニタリングの実施

②運動器機能向上加算

ア）短期目標の達成度と客観的な運動器の機能の状況に係るモニタ

リングの実施

問１４ 通所サービスＡの提供回数について、週 1回又は週 2回までとされ
ているが、１月に４週ある月の場合と１月に５週ある月の場合において、

１月の利用上限が変わるのか？

問１５ 通所介護等と通所サービスＡを一体的に提供する場合、専従要件や加

配職員を求めている加算の算定要件は、どのように考えればよいか？

問１６ 生活機能向上グループ活動加算及び運動器機能向上加算の算定要件

は、どのように考えればよいか？



【運動器機能向上サービスの集団的提供】 （H31/2/25追加）

（答）

運動器機能向上加算は、個別にサービス提供することが必要であり、集団的

な提供のみでは算定できない。なお、個別の提供を行った上で、加えて集団的

なサービス提供を行うことは差し支えない。

【送迎加算の要件】

（答）

送迎加算は、通所サービスＡの提供にあたり、送迎を実施した場合に片道に

つき算定する。ただし、事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用

する者にサービスを行う場合は算定しない。

なお、送迎の実施については、必ずしも通所サービスＡ計画への位置づけを

必要としないが、当該実施状況については、１月ごとに地域包括支援センター

に報告する必要がある。

【送迎加算（保険外サービスを組み合わせて提供する場合）】（H31/2/25追加）

（答）

通所サービスに係る送迎の考え方については、指定通所介護と同様である。

通所サービスに係る送迎として認められる場合は、送迎加算を算定できる。

【入浴加算の要件】

（答）

入浴加算は、通所サービスＡの提供にあたり、通所事業所において入浴を提

供した場合に１日に１回を限度として算定する。

なお、当該加算については、入浴介助に係る加算ではなく、事業所において

入浴を提供したことを評価する加算であるため、必ずしも通所サービスＡ計画

への位置づけを必要としないが、当該実施状況については、１月ごとに地域包

括支援センターに報告する必要がある。

問１７ 参考様式中「プログラム」欄において、形態に係る項目に「個別・集

団」の種別が記載されているが、運動器機能向上サービスを集団的に提供

した場合であっても加算は算定できるのか？

問１８ 送迎加算は、どのように考えればよいか？

問１９ 通所サービス提供中の利用者に対し保険外サービスを提供する場合、

又は通所サービスに係る送迎に併せて利用者からの依頼に応じて買物等

支援を保険外サービスとして行う場合における送迎加算の取扱いは？

問２０ 入浴加算は、どのように考えればよいか？


